


○国立大学法人の決算について

国立大学法人は、国立大学法人法第３５条に準用する独立行政法人通則法第３８条の定めに基づき財務諸表を作成します。

毎事業年度、財務諸表等を作成し、当該事業年度終了後３か月以内に文部科学大臣に提出して承認を受けなければなりません。

１）財務諸表

２）事業報告書（会計情報及び非会計情報）

３）決算報告書（予算の区分に従い作成）

４）監事の監査報告

５）会計監査人の会計監査報告

また、上記１）～３）は国立大学法人法第１１条第２項及び第２０条第４項に基づき、役員会及び経営協議会の議を経る必要があります。

独立行政法人通則法

（財務諸表等） 

第三十八条 独立行政法人は、毎事業年度、貸借対照表、損益計算書、利益の処分又は損失の処理に関する書類その他主務省令で定める書類及びこれらの

附属明細書（以下「財務諸表」という。）を作成し、当該事業年度の終了後三月以内に主務大臣に提出し、その承認を受けなければならない。

２ 独立行政法人は、前項の規定により財務諸表を主務大臣に提出するときは、これに主務省令で定めるところにより作成した当該事業年度の事業報告書及び

予算の区分に従い作成した決算報告書並びに財務諸表及び決算報告書に関する監査報告（次条第一項の規定により会計監査人の監査を受けなければ

ならない独立行政法人にあっては、監査報告及び会計監査報告。以下同じ。）を添付しなければならない。

（略）

（会計監査人の監査） 

第三十九条 独立行政法人（その資本の額その他の経営の規模が政令で定める基準に達しない独立行政法人を除く。以下この条において同じ。）は、

財務諸表、事業報告書 （会計に関する部分に限る。）及び決算報告書について、監事の監査のほか、会計監査人の監査を受けなければならない。

この場合において、会計監査人は、主務省令で定めるところにより、会計監査報告を作成しなければならない。

国立大学法人法

（役員の職務及び権限） 

第十一条 学長は、学校教育法 （昭和二十二年法律第二十六号）第九十二条第三項に規定する職務を行うとともに、国立大学法人を代表し、その業務を

総理する。 

２ 学長は、次の事項について決定をしようとするときは、学長及び理事で構成する会議（第五号において「役員会」という。）の議を経なければならない。

（略）

三 予算の作成及び執行並びに決算に関する事項

（経営協議会） 

第二十条 国立大学法人に、国立大学法人の経営に関する重要事項を審議する機関として、経営協議会を置く。 

（略）

４ 経営協議会は、次に掲げる事項を審議する。 

（略）

四 予算の作成及び執行並びに決算に関する事項
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１．国立大学法人の財務諸表

２．財務諸表の目的

　

３．財務諸表の構成

1 貸借対照表（Ｂ/Ｓ）

2 損益計算書（Ｐ/Ｌ）

3 キャッシュ・フロー計算書
4 利益の処分（又は損失の処理）に関する書類
5 国立大学法人等業務実施コスト計算書
6 附属明細書

４．主な会計制度の比較

 財政状態・運営状況の開示  財政状態・経営成績の開示  予算とその執行状況の開示

 複式簿記  複式簿記  単式簿記

 発生主義  発生主義  現金主義

 財務諸表  財務諸表

 　・貸借対照表  　・貸借対照表

 　・損益計算書  　・損益計算書

 　・キャッシュ・フロー計算書  　・キャッシュ・フロー計算書

 　・利益の処分または損失の  　・株主資本等変動計算書

     処理に関する書類      損失処理計算書 （利益処分計算書）  歳入歳出決算書など

 　・国立大学法人等業務実施  　・附属明細書

     コスト計算書

 　・附属明細書

 事業報告書

 決算報告書

 国立大学法人会計基準  企業会計原則  財政法，会計法など

　国立大学法人には、国民その他のステークホルダーに対し、財政状態や運営状況に関する説明責任を果たし、自己の状況を客観的に把握する観点から、
上場企業と同様の財務諸表の作成・公表が義務付けられています。

①国立大学法人の財政状態、運営状況を開示するため
②国立大学法人の業績を適正に評価するため

○国立大学法人の会計の仕組み

会計基準

国立大学法人会計 企業会計 官庁会計

主 目 的

記帳形式

認識基準

決算書類
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５．国立大学法人会計基準の特徴

① 公共的な性格を有し、利益獲得を目的とせず、独立採算制を前提としないため、損益がでるような会計制度にはなっていません

●損益均衡
国立大学法人は利益の獲得を目的としていないことから、国立大学法人会計は予定された財源で行うべき業務を行えば損益が均衡する会計
制度となっています。
そのため、収益の認識方法や固定資産の減価償却時に減価償却費（費用）と同額の資産見返戻入（収益）を計上する処理など、企業会計には
ない仕組みがあります。

●収益の認識（負債計上後に収益化）
運営費交付金や授業料等の収入は、受領後ただちに収益として計上せず、一旦、負債として計上し、教育研究等の業務の実施後、収益として
認識します。これは資金の受領により大学は当期における教育研究等を行わなければならない義務を負うという考えによるもので、その実施に
より義務が履行され、収益として認識することとなります。

② 国が決定し予算措置する建物整備等、大学単独の判断では意思決定が完結 しないものは、大学の責任の範囲外であるため、

大学の運営状況を示す損益計算書には計上しないこととされています

●損益計算書に計上されない事項
国立大学法人の基盤的施設の更新は、原則として国が施設費の支出を決定することによって措置される仕組みとなっています。
そのため、国立大学法人の意思決定の範囲外となることから、施設費財源で取得した資産の減価償却費を損益計算書の費用として認識しません。
損益計算書は国立大学法人の運営状況を表すものであり、意思決定の範囲外にあるものを掲載することは適切とはいえません。

●損益外減価償却累計額

国によって措置された基盤的施設の価値減少分は、損益外減価償却累計額として貸借対照表の資本剰余金を減じます。

貸借対照表は現在の本学の財政状態を表し、国から措置された資産価値の減少についても反映させる必要があることから、
このような処理を行なっています。

③ 利益獲得を目的として出資する資本主を制度上予定せず、利益が配当されることはありません

●利益処分
当期総利益は、国立大学法人の経営努力によるものであると文部科学大臣により承認されたもののみが、目的積立金として、翌年度以降、
中期計画に定めた事業の用に供することが可能となります。
利益配当の獲得を目的として出資する資本主は制度上想定されていないため、民間企業における利益配当のようなものはありません。
出資者である国が国立大学法人に求めるのは、国に代わって「我が国の高等教育及び学術研究の水準の向上と均衡ある発展を図る」ことであり、
利益の分配ではありません。

国立大学法人の主たる業務は教育・研究であり、営利企業とは異なり利益の獲得を目的とはしていません。そのため国立大学法人
の会計制度は企業会計に準じつつ、業務の特殊性を考慮し、企業会計には見られない特有の会計処理を取り入れています。

損 益
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○財務諸表の相関関係

1 貸借対照表（Ｂ/Ｓ） 2 損益計算書（Ｐ/Ｌ）

（３/３１における財政状態を示すもの） （４/１～３/３１における運営状況を示すもの）

3 キャッシュ・フロー計算書 5 業務実施コスト計算書

4 利益の処分（または損失の処理）に関する書類 6 （ 1 と 2 の明細）

損益外減価償却費
機会費用　等

資金期末残高

附属明細書

当期未処分利益
(または当期未処分損失)

資産・負債・純資産の内訳
利益処分額（または損失処理額）

目的積立金

財務活動ＣＦ
(損益計算書の費用から自己収入を除く）

資産 負債 費　用　　　　　収　益

純資産

現金・預金 当期総利益当期未処分利益
(または当期未処分損失) (または当期総損失）

業務活動ＣＦ 投資活動ＣＦ 業務費用
一
致

明
細

一
致

一
致
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○業務運営（費用の執行）の会計処理例：期間進行基準

１．運営費交付金、授業料で「通常の」教育業務運営費行った場合 ２．運営費交付金、授業料で「効率よく」教育業務運営を行った場合

負債

純資産 純資産

費用 収益 費用 収益

① ①

② ②

③ 現預金は１０残ります。

④ 利益１０が発生して純資産になります。

交付金を受け入れた場合、資産に「現預金」、負債に「交付金債務」を
計上します。

交付金を受け入れた場合、資産に「現預金」、負債に「交付金債務」
を計上します。

２０の教育業務を行った場合、費用に「教育経費２０」、収益は費用額
に関係なく全額「交付金収益２０」を計上します。

１０の教育業務を行った場合、費用に「教育経費１０」、収益は費用
額に関係なく全額「交付金収益」を計上します。

●通常の業務運営を行えば損益均衡とな
り、利益が発生しません。

●業務運営を効率よく行ったり、経費節減などで
費用が抑えられれば、その経営努力の分だけ
利益が発生します。利益は「資金の裏付けのあ
る」利益であり、利益処分により「目的積立金」と
なります。

損益計算書（Ｐ/Ｌ） 損益計算書（Ｐ/Ｌ）

収益２０－費用２０＝利益０（損益均衡） 収益２０－費用１０＝利益１０（資金の裏付けあり）

貸借対照表（Ｂ/Ｓ） 貸借対照表（Ｂ/Ｓ）

資産 負債 資産

現預金 ２０ 交付金債務 ２０

交付金収益 ２０教育経費 ２０

① ①

収益化 ２０②費用化 ２０

②

現預金 ２０ 交付金債務 ２０

交付金収益 ２０教育経費 １０

①

①

②費用化 １０

②

利益 １０現預金 １０

減額

③

収益化 ２０

④
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○固定資産取得の会計処理例

１．運営費交付金、授業料、寄附金で固定資産を取得した場合 ２．施設費で固定資産を取得した場合

資産 負債 資産 負債

純資産

純資産

費用 収益
※固定資産の減価償却期間を４年としています。

※固定資産の減価償却期間を４年としています。

① ①

② ②

③ ③

④ ④減価償却後、資産は「固定資産１５」、負債は「資産見返負債１５」が残ります。 減価償却後、資産は「固定資産１５」、純資産は「資本剰余金２０、損益外減価償却
累計額▲５（差引１５）」が残ります。

●減価償却費相当額を収益化するため損益均衡となり、利
益は発生しません。

●減価償却費を損益計算に含めないため利益には影響しま
せん。

交付金を受け入れた場合、資産に「現預金」、負債に「交付金債務」を計上します。 施設費を受け入れた場合、資産に「現預金」、負債に「預り施設費」を計上します。

２０の固定資産を取得した場合、「現預金」を「固定資産」に、「交付金債務」を「資産見
返負債」に振り替えます。

２０の固定資産を取得した場合、「現預金」を「固定資産」に、「預り施設費」を純資産
の「資本剰余金」に振り替えます。

固定資産の減価償却５が発生すると、費用に「減価償却費５」、償却相当額を留保され
た負債である「資産見返負債５」を収益である「資産見返負債戻入５」に振り替えます。

固定資産の減価償却５が発生すると、減価償却費の費用計上は行わず、損益外減
価償却累計額▲５として資本剰余金を減少します。

貸借対照表（Ｂ/Ｓ） 貸借対照表（Ｂ/Ｓ）

損益計算書（Ｐ/Ｌ）
損益計算に含めない

　国立大学法人の基盤的財産である建物等の更新は、国が施設費
として措置する仕組みとされていることから、法人独自の判断で意思
決定が完結し得ないため、法人の運営責任の範囲外であるとの考え
により損益に含めないこととされています。収益５－費用５＝利益０（損益均衡）

資産見返負債
戻入 ５

減価償却 ５

②

①

収益化 ５③費用化 ５③

現預金 ２０

固定資産 １５

①

④

資産取得

減価償却

資産見返負債１５

①

②
資産取得

固定資産 ２０

交付金債務 ２０

資産見返負債２０

④

固定資産 ２０

預り施設費 ２０②

①

③

現預金 ２０

固定資産 １５

①

④

資産取得

減価償却 資本剰余金 ２０

損益外減価償却累計
額 ▲５

①

②

減額 ５
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○　貸　借　対　照　表

貸借対照表とは、本学の一定時点（３月31日）の財政状態を示すものです。　

財政状態とは、資金をどこからどれだけ調達し、調達した資金をどのように運用しているかという資金の調達と運用の状態をいいます。

貸借対照表は、以下に示す通り、資産の部、負債の部及び純資産の部の三つから構成されます。

資産の部：
本学が持つ教育・研究活動に必要な資源を、固定資産と流動資産に分けて表します。

新しく購入した資産の金額はプラスに計上されますが、既に本学にある資産が経年劣化によって下落した価値分の金額は、減価償却によってマイナスに計上されます。

・ 固定資産

本学が教育・研究事業を実施するために大きな役割を果たす土地・建物などの施設や設備です。

・ 流動資産

現金・預金や有価証券等、本学が保有する金銭的な資産です。

前払費用（既に支払っているがサービスを未だ受けていない費用）や未収収益（大学の収入になるが、未だ入金のない額）等も、流動資産として計上します。

　 【本事業年度における概況】

資産全体では対前年度比183百万円の増となっています。内訳の概況は以下の通りです。

【固定資産】

建物及び構築物は、新規取得価額より減価償却額が上回ったため793百万円の減少となっています。工具器具備品は、外部資金で取得した設備や

新規のリース資産を取得したため460百万円の増加となっています。合計すると、対前年度比 228百万円の減少となっています。

【流動資産】

流動資産は、現金及び預金が増加したことにより、対前年度比 418百万円の増加となっています。
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（単位：百万円、単位未満切捨のため合計欄は一致しません）

平成28年度 平成29年度 差額 項　目　説　明 前年度との比較

固定資産 42,734 42,500 △ 234

有形固定資産 42,604 42,376 △ 228

土地 23,608 23,608 0 本学所有の土地（調布、藤沢、菅平）

建物 15,681 14,928 △ 753
建物及び附属設備。建物とは管理棟、講義
棟、研究棟等。附属設備は冷暖房、照明、ガ
ス、昇降機等

新規取得価額より減価償却額が上回ったことによる減

構築物 755 715 △ 40 門、塀、噴水等 新規取得価額より減価償却額が上回ったことによる減

工具器具備品 984 1,444 460 50万円以上の物品
購入資産（形状解析レーザ顕微鏡）及びリース資産（情報基盤セン
ター）の増

図書 1,472 1,396 △ 76 図書 新規取得価額より除却額が上回ったことによる減

建設仮勘定 0 175 175
期末に未完成の工事で契約金額の一部を前
金として支払った場合、同額を建設仮勘定と
する

総合研究棟（西７号館）改修工事の前金を支払ったことによる増

その他有形固定資産 102 107 5 美術品、船舶、車両運搬具

無形固定資産 129 123 △ 6 特許権、ソフトウェア等 新規取得価額より除却、減価償却額が上回ったことによる減

流動資産 2,418 2,836 418

現金及び預金 1,644 2,086 442 現金、定期預金等
業務達成基準適用学内プロジェクト（空調改修工事）による繰り越し
及び翌年度払いとなる退職手当等の準備金の増

未収入金 235 225 △ 10
受託研究のうち翌年度以降に入金されるも
の、未収学生納付金（免除申請中の入学金）
等

受託研究等の未収分が少なかったことによる減

有価証券 500 500 0 金銭信託で運用しているもの 　

その他流動資産 39 24 △ 15 前払費用、未収収益等 外国雑誌等の前渡金の減

45,153 45,336 183

勘　定　科　目

資産の部合計 

【資産の財務分析】
【固定資産】

建物、構築物が減少しています。これは昨年度職員宿舎跡地を再開発して100周年キャンパスとして整備した資産の減価償却費が増加したことが影響し

ています。工具器具備品が増加しています。これは外部資金で取得した形状解析レーザ顕微鏡や情報基盤センターの基幹システムを更新したことによるリー

ス資産の取得により増加しました。

【流動資産】

現金及び預金が増加しました。これは複数年の業務達成基準適用学内プロジェクト（空調改修工事）の資金や未払金として計上している翌年度支払い

のための準備資金が増加したことが影響しています。
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○　貸　借　対　照　表

負債の部：
本学が持つ教育・研究活動に必要な資源（＝資産）を調達するために必要な資金を、固定負債と流動負債に分けて表します。

調達に必要な資金を本学以外から賄っている場合（主に国（政府出資金は除く）や学生）に、負債としてその金額が計上されます。

・ 固定負債

翌々年度以降に返済しなければならない債務です。

国立大学法人会計特有の資産見返負債が計上されます。これは会計処理として損益均衡を図るために用いられる負債であり、返済義務を伴うものではありません。

一方、長期リース債務も固定負債として計上されますが、これは上記の特殊な負債と異なり支払義務があることから、経営上注意を払う必要があります。

・ 流動負債

翌年度に返済しなければならない債務です。

主に国立大学法人会計特有の運営費交付金債務、授業料債務などがあります。

運営費交付金や授業料を国や学生から預かったときに負債として計上し、教育・研究を行なう義務を全うしたときにこの負債は解消されます。（収益化され負債が帳消しとなる）

【本事業年度における概況】

負債全体では対前年度比896百万円の増加となっています。内訳の概況は以下の通りです。

【固定負債】

資産見返負債は資産購入額を減価償却額が上回ったことにより11百万円減少しました。その他固定負債は、新たなリース契約を締結したことにより

長期リース債務を計上したため424百万円増加しました。合計すると、対前年度比436万円の増加となっています。

【流動負債】

運営費交付金債務は複数年の業務達成基準適用学内プロジェクトを計画したことにより205千円増加しています。寄附金債務は受入の増加に伴い

翌期への繰越額も増えたため34百万円増加しています。前受金は、平成30年度入学者が入学手続時に納める授業料が増加したことにより34百万円増加

しています。合計すると、対前年度比460百万円の増加となっています。
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（単位：百万円、単位未満切捨のため合計欄は一致しません）

平成28年度 平成29年度 差額 項　目　説　明 前年度との比較

固定負債 6,939 7,375 436

資産見返負債 3,610 3,621 11

運営費交付金、授業料、寄附金、補助金等で
購入した資産と同額を計上します。対象資産
の減価償却費が計上された時に同額を減少
させます。損益均衡という国立大学法人会計
制度の趣旨をまっとうするための負債勘定で
あり、返済義務を伴う債務とは性格が異なり
ます。

西７号館改修工事に係る建設仮勘定見返施設費による増

その他固定負債 3,329 3,753 424
長期リース債務（１年以上のもの。電子計算
機システムのリース契約）、履行義務負債
（100周年キャンパス）、環境対策引当金

新たなリース契約を締結したことによる長期リース債務の増

流動負債 2,666 3,126 460

運営費交付金債務 5 210 205 翌年度に繰越す運営費交付金
複数年の業務達成基準適用の学内プロジェクト（空調改修）で繰り越
すことによる増

寄附金債務 806 840 34 翌年度に繰越す寄附金 寄附金の受入増による繰越額の増

146 177 31
翌年度に繰越す受託研究・共同研究・受託事
業

複数年契約による受託研究費の増

前受金 369 403 34
入学手続時に徴収した、翌年度の授業料及
び翌事業年度へ繰越した科研の間接経費等

平成30年度入学者が入学手続時に納める授業料が増加したことによ
る増

未払金 937 1,020 83
人件費、物品購入、工事等でH30.3.31までに
受入が完了したものについて支払わなければ
ならない金銭債務

退職手当による増

その他流動負債 401 474 73

預り補助金等、短期リース債務（１年未満のも
の）、賞与引当金（運営費交付金財源で雇用
されていない教職員の賞与の平成29年12月
から平成30年３月までの分）、環境対策引当
金等

リース債務、環境対策引当金について１年以内に支払い時期が到来
する分を固定負債から流動負債へを振替えたことによる増

9,605 10,501 896負債の部合計 

勘　定　科　目

前受受託研究費等

【負債の財務分析】
【固定負債】

その他固定負債が増加しています。これは新たなリース契約を締結したことによる長期リース債務の増加によるものです。

【流動負債】

運営費交付金債務が増加しています。これは老朽化した学内の空調設備を計画的に更新するため、学内プロジェクトとして債務を繰り越したものです。

また、未払金が増加しています。これは、退職手当の支払いの増加によるものです。すべて現預金の裏付けのあるものであり経営上問題のあるものではあ

りません。
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○　貸　借　対　照　表

純資産の部：
本学が持つ教育・研究活動に必要な資源（＝資産）を調達するために必要な資金で、政府出資金、資本剰余金、利益剰余金に分かれます。

負債と異なり、履行すべき義務や返済の義務はありません。本学自らの財産として捉えられます。

・ 政府出資金

国立大学法人化時に、国から出資された土地・建物などの固定資産で構成されます。

・ 資本剰余金

国立大学法人特有の会計処理で、主に施設費によって固定資産を取得した場合にその金額が計上されます。

本学の建物は原則として国によって更新される仕組みであり、国から直接財産を与えられるものとして考えます。

そのため国の施設費によって固定資産を取得したときには、債務のない自らの財産になったと考え純資産として計上します。

・ 利益剰余金

過年度の決算及び当年度の決算にて生じた利益を計上します。

文部科学大臣からの経営努力認定を受けることができれば、目的積立金等として「教育研究の質の向上及び組織運営の改善」の目的で使うことができます。

【本事業年度における概況】

純資産全体では対前年度比713百万円の減少となっています。内訳の概況は以下の通りです。

【資本剰余金】

資本剰余金は、施設費による資産取得により22百万円増加しています。また、主に施設費によって取得された資産の減価償却額を示す損益外減価償

却累計額は、対前年度比で709百万円減少しています。合計すると、対前年度比 687百万円減少しています。

【利益剰余金】

当期未処理損失となったことにより25百万円減少しています。
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（単位：百万円、単位未満切捨のため合計欄は一致しません）

平成28年度 平成29年度 差額 項　目　説　明 前年度との比較

政府出資金 37,968 37,968 0
法人化移行時に国から出資を受けた土地・建
物

資本剰余金 △ 2,770 △ 3,457 △ 687

資本剰余金 8,461 8,483 22
国立大学法人特有の会計処理で、国から措
置された施設費で固定資産を取得した場合に
計上

施設費を財源とした資産の増加による増

損益外減価償却累計額 △ 11,232 △ 11,941 △ 709
国立大学法人特有の会計処理で、上記の減
価償却費及び承継した資産の減価償却はこ
の勘定科目にマイナスで計上

減価償却費の増

利益剰余金 348 323 △ 25

166 166 0
現金の裏付けのない第１期及び第２期中期目
標期間終了時から繰越をしてきた積立金（現
金の裏付けのない第１項積立金）

0 0 0
現金の裏付けのない積立金で、損益計算書
上の損失補填には充てることはできるが、現
金支出を伴う業務に使用することはできない

目的積立金 0 170 170
文部科学大臣の経営努力認定を受けたもの
で「教育研究の質の向上及び組織運営の改
善」のために使用できる

前期の未処分利益について経営努力認定を受けたため目的積立金
としたことによる増

182 △ 13 △ 195 今年度決算における利益（又は△損失）

35,547 34,834 △ 713

勘　定　科　目

前中期目標期間繰越積立金

積立金

当期未処分利益
（△当期未処理損失）

純資産の部合計 

【純資産の財務分析】
【資本剰余金】

新たな資産取得額を示す資本剰余金（差額 22百万円）は増加していますが、資産の価値減少を示す損益外減価償却累計額（差額 △709百万円）が減

少したことにより、結果減少しています（差額合計 △687百万円）。これは、施設費を財源とした資産の増加に比して、同種の資産の減価償却相当額が上

回ったことを表しているものです。

【利益剰余金】

今期は、100周年キャンパスの会計処理上の理由で減価償却に係る資産の減少より、収益化に係る負債の取崩額が少なかったため損失となりましたが、

現金が不足しているものではありません。
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○　損　益　計　算　書
　

損益計算書とは、４月１日から３月31日までの本学の運営状況を明らかにするための計算書です。全ての費用とこれに対応する全ての収益を記載して、業務運営にかかる費用を

どのような財源で賄ったかを示したものといえます。

また、期間損益のみではなく、財政規模の把握や効率的な業務運営状況の把握、利益（または損失）の構成要因の把握のためにも利用されます。

経常費用 ：
本学が教育・研究活動を行なうために費やした費用で、業務費、一般管理費、その他財務的な費用に分かれます。

・ 業務費

教育・研究活動に必要な消耗品や備品の購入費、旅費交通費など、また活動を提供するためにかかった人件費が計上されます。

その目的に応じさらに細かく分かれます。教育のために使用した教育経費、研究のために使用した研究経費などがこれにあたります。

・ 一般管理費

事務等の、国立大学法人全体の運営管理を行なうために要した費用です。

・ 財務費用・雑損

上記費用以外に、会計処理によってかかる費用です。支払利息などが該当します。

　

【本事業年度における概況】

業務費は、人件費が6,132百万円（61.5％）、それ以外の費用が3,829百万円（38.5％）となっています。

教育経費は対前年度比122百万円の増加、研究経費も対前年比40百万円の増加となっています。人件費は53百万円の減少となっており、経常費用

全体では211百万円の増加となっています。
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（単位：百万円、単位未満切捨のため合計欄は一致しません）

平成28年度 平成29年度 差額 項　目　説　明 前年度との比較

業務費 9,811 9,961 150

　　 教育経費 859 981 122 学生に対して行われる教育に関する経費
国際学会発表支援経費及び100周年キャンパスに係る減価償却
費の増

　　 研究経費 918 958 40 研究に要する経費 研究用消耗品の増

　　 教育研究支援経費 478 580 102 附属図書館、情報基盤センター等に要する経費
国外へのテニュアトラック教員の情報発信のための委託費及び図
書の除却の増

　　 受託研究費等 1,369 1,309 △ 60
外部から委託を受けて行う受託研究や民間との
共同研究（上記活動に係る人件費を含む）

翌期への繰り越しが増加したことによる減

　　 人件費 6,185 6,132 △ 53
一般運営財源、寄附金、補助金を財源とする人
件費（受託研究に係る人件費は含まない）

人事計画の見直しによる減

　 一般管理費 371 423 52 管理運営に要する経費 100周年記念事業の支出の増

　 財務費用・雑損 4 13 9 リース債務の支払利息等

　　 10,187 10,398 211

※ 詳細な内訳につきましては財務諸表附属明細書の「業務費及び一般管理費の明細」を参照してください。

経常費用合計 

勘　定　科　目

※

※

※

※

※

【経常費用の財務分析】
【業務費】

教育経費、研究経費が増加しています。これは、国際学会発表支援経費や研究用消耗品費など教育研究活動費の増、100周年キャンパスに係る資産

の減価償却費が計上されたことによるものです。

教育研究支援経費が増加しています。これは、国外へテニュアトラック教員の情報発信のための委託費や図書館内に新たに学修スペースを整備したこ

とに伴い、図書を除却したことによるものです。

人件費が減少しています。これは、人事計画の見直しにより減少したことによるものです。

【一般管理費】

100周年記念事業関連の支出が増えたことによるものです。
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○　損　益　計　算　書

経常収益 ：

本学が教育・研究活動を行なうために費やした費用（＝経常費用）が、どの財源より支出されたものかを表します。

・ ○○収益（○○＝運営費交付金、授業料などの財源名）

本学が教育・研究活動を行なうために直接費用として使った金額が計上されます。

例えば運営費交付金収益とは、運営費交付金を用いて本学が教育・研究活動を行った際に計上される金額です。

資産を購入した場合はこの収益には計上されず、９ページの資産見返負債として計上されます。（資産を買うのみでは、教育・研究の義務を履行したことにはなりません。）

・ 資産見返負債戻入

本学が教育・研究活動を行なうために、購入した資産の減価償却費相当額が計上されます。減価償却によって価値が減少する際、同時に資産見返負債戻入という収益

を計上することで、教育・研究活動の義務を履行したとみなします。

【本事業年度における概況】

経常収益は、運営費交付金収益が4,901百万円（48%）、学生納付金（授業料、入学料、検定料）収益は2,803百万円（27%）、受託研究・受託事業等収益が

1,294百万円（12%）、それ以外の収益（寄附金収益、施設費収益、補助金等収益など）が1,370百万円（13%）となっており、全体では17百万円の増加となってい

ます。
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（単位：百万円、単位未満切捨のため合計欄は一致しません）

平成28年度 平成29年度 差額 項　目　説　明 前年度との比較

　 運営費交付金収益 4,972 4,901 △ 71
運営費交付金から、資産取得額と翌年度に繰越
す額を除いた金額

運営費交付金債務を翌期に繰り越したことによる減

　 学生納付金収益 2,826 2,803 △ 23
検定料、入学料、授業料
学生納付金から資産取得額を除いた金額

授業料を財源とした資産取得の増加による減

　 受託研究・受託事業等収益 1,365 1,294 △ 71 受託研究、共同研究、受託事業 翌期への繰越が増加したことによる収益の減

　 寄附金収益 177 204 27
奨学寄附金、UEC基金、現物寄附
寄附金使用額から資産取得額を除いた金額

UEC基金の執行額が増加したことによる収益の増

　 施設費収益 62 4 △ 58 施設費から、資産取得額を除いた金額 建設仮勘定として固定資産に計上したことによる減

　 補助金等収益 358 418 60
大学改革推進等補助金、科学技術人材育成費
補助金等使用額から資産取得額を除いた金額

補助金交付額の増加による収益の増

　 資産見返負債戻入 389 444 55
国立大学法人特有の会計処理で、取得した固定
資産の減価償却と同額を資産見返戻入に計上
することにより損益を均衡させる

償却資産の増加による増

   119 141 22 科学研究費補助金等間接経費 受入額の増加による増

   財務収益・雑益 83 159 76
学生納付金以外の自己収入（財産貸付料収入、
特許料収入、100周年キャンパス収益化等）

100周年キャンパスに係る収益の増

10,355 10,372 17経常収益合計 

勘　定　科　目

科学研究費補助金等間接経費収入

※印が付いた財源については、資産を購入した場合は○○収益には計上されず、減価償却費と同額が資産見返負債戻入に計上されることとなります。

※

【経常収益の財務分析】
【運営費交付金収益】

交付額は増加しましたが、老朽化した空調設備を更新するため業務達成基準適用学内プロジェクトとして債務を翌期への繰越したことにより減少しました。

【受託研究・受託事業等収益】

受入額は増加しましたが、翌期への繰越しも増加したため、結果として減少しました。

【補助金収益】

新規に補助金を獲得したため、増加しました。

【資産見返負債戻入】

損益均衡を図るための国立大学法人特有の処理であり、財務状態への影響はありません。

【科学研究費補助金等間接経費収入】

受入額が増加しました。

※

※

※
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○　損　益　計　算　書

経常利益 ：
経常利益とは、経常収益から経常費用を差し引いた額です。

臨時損益：
突発的に起こる固定資産の売却や、除却（処分）の場合に生じた利益や損失が計上されます。

当期総利益：
上記の経常利益に、目的積立金の原資となる前年度以前の収入も考慮した、最終的な今年度の利益となります。

【本事業年度における概況】

当期総利益は、経常収益から経常費用を差し引いたものに臨時損益などを加えて△13百万円（当期総損失）となっています。
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（単位：百万円、単位未満切捨のため合計欄は一致しません）

平成28年度 平成29年度 差額 項　目　説　明 前年度との比較

経常利益 （△経常損失） 168 △ 25 △ 193
経常収益－経常費用
目的積立金や前中期目標期間繰越積立金を使
用した金額がマイナスの要因となっている。

臨時損失 80 11 △ 69 資産を除却した時に計上
H28は環境対策引当金繰入額を計上していたため、例年より多額
に計上されていたが、H29はそれがなかったことによる減

臨時利益 7 19 12
国立大学法人特有の会計処理で資産を除却した
額と同額の収益

環境対策引当金について翌期以降の支払額を再見積した結果、
戻入が生じたことによる増

当期純利益 （△当期純損失） 95 △ 17 △ 112 経常利益－臨時損失＋臨時利益

86 0 △ 86

0 3 3

当期総利益 （△当期総損失） 182 △ 13 △ 195 今年度決算における利益（又は△損失）

勘　定　科　目

前中期目標期間繰越積立金取崩額

目的積立金を使用した場合、使用した金額のうち
資産取得額を除いた額を計上する。
ここに計上することにより、経常利益のマイナス
が解消される。
第２期以前から繰越した目的積立金か第３期の
ものであるか区分をして計上しなければならな
い。

H28は退職手当及び年棒制導入促進費として、前中期目標期間
繰越積立金全額を執行したが、H29は目的積立金のうちトイレ環
境整備事業に係る一部のみの執行となったことによる減

目的積立金取崩額

【当期総損失の財務分析】

当期総損失の13百万円の主な発生要因は、100周年キャンパスに係る会計処理で、費用の減価償却費が法定耐用年数の８～50年間で計上されるのに対

し、収益は事業契約期間の40年間均等で計上されるため損益が均衡しないことによるものです。
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○　キャッシュ・フロー計算書
一会計期間における現金の流れの状況を一定の活動区分別（業務活動、投資活動、財務活動）に表した計算書です。

・ 業務活動キャッシュ・フロー

教育・研究の業務の実施に係る各事業収入や人件費支出等の資金の出入りを表すもの

・ 投資活動キャッシュ・フロー

固定資産、有価証券の取得及び売却、利息の受取等に伴う資金の出入りを表すもの

・ 財務活動キャッシュ・フロー

借入金等の資金の調達及び返済、リース債務の返済等に伴う賃金の出入りを表すもの

　

【本事業年度における概況】

業務活動は、前年度に比べ運営費交付金収入の増加及び人件費支出の減少によりキャッシュの流入が354百万円増加しています。

投資活動は、前年度に比べ固定資産の取得による支出が増加したことにより、キャッシュの流出が103百万円増加しています。

期末残高は2,086百万円となっています。
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（単位：百万円、単位未満切捨のため合計欄は一致しません）

平成28年度 平成29年度 差額 項　目　説　明 前年度との比較

585 939 354

　　

　　

　　 

△ 169 △ 272 △ 103

　　

　　 有価証券の償還による収入

　　固定資産の取得による支出

　 施設費による収入

△ 223 △ 223 0

　　

0 0 0 外貨建ての資金がある場合の換算差額を記載する

191 442 251

1,452 1,644 192 ４月１日現在額

1,644 2,086 442 ３月31日現在額

勘　定　科　目

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー

通常の業務の実施に係る各事業収入や人件費支
出等の資金の出入りを表すもの

運営費交付金収入の増
学生納付金収入の増
人件費支出の減

原材料等の購入による支出

人件費支出

運営費交付金収入

授業料、入学料、検定料収入　等

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産、有価証券の取得及び売却、利息の受
取等に伴う資金の出入りを表すもの

固定資産の取得による支出の増
施設費の収入の増

定期預金の預入による支出

定期預金の払戻による収入

借入金等の資金の調達及び返済、リース債務の
返済等に伴う賃金の出入りを表すもの
リース取引にかかる支払利息やリース債務償還に
よる支出についても財務活動の区分に計上される

リース債務の返済による支出

利息の支払（リース）

Ⅳ資金に係る換算差額

Ⅴ資金増加（△減少）額

Ⅵ資金期首残高

Ⅶ資金期末残高

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー

【財務分析】

Ⅶ資金期末残高が増加しています。これは業務活動の運営費交付金収入を複数年の業務達成基準適用学内プロジェクトを計画したことで翌年度以降に繰

り越したことによるものです。
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○　国立大学法人業務実施コスト計算書

　

　

（単位：百万円、単位未満切捨のため合計欄は一致しません）

平成28年度 平成29年度 差額 項　目　説　明 前年度との比較

5,589 5,709 120

業務費・一般管理費等

　　

学生納付金収益

　 受託研究・受託事業収益

寄附金収益　等

776 715 △ 61

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

△ 5 △ 8 △ 3

34 △ 102 △ 136

23 16 △ 7
有料で提供していたら、または、市場で運用していれば国が得
られたはずの利益

計算で用いている10年国債の利率の増（H28：0.0065％→H29：
0.0045％）

0 0 0

6,418 6,329 △ 89 国民負担となる本学の業務コスト額

出資財産、施設費及び目的積立金を財源とした資産の減価償
却の減少

　企業会計には無いもので、国立大学法人の業務運営に関して、国民の負担に帰せられる現在及び将来のコストを表示するものであり、損益計算の対象とはならない損益外
減価償却費や国、地方公共団体からの無償借受又は減額使用による貸借料相当額等の機会費用等を加える一方で、国民の直接の負担とはならない学生納付金等の自己
収入を除いて算定する計算書です。

勘　定　科　目

Ⅰ業務費用

国から直接財源が措置の元、行われた教育研究活動にかかっ
たコスト

損益計算書上の費用の業務費及び一般管理費の増加

損益計算書上の費用

　（控除）自己収入

Ⅱ損益外減価償却相当額

損益外（上記Ⅰ以外）に計上されたコスト

Ⅲ損益外減損損失相当額

Ⅳ損益外有価証券損益相当額（確定）

Ⅳ損益外有価証券損益相当額（その他）

Ⅵ損益外利息費用相当額

Ⅶ損益外除売却差額相当額

国から財源措置があったため発生しなかったコスト
Ⅸ引当外退職給付増加見積額

Ⅹ機会費用

Ⅺ（控除）国庫納付額

Ⅻ国立大学法人等業務実施コスト

Ⅷ引当外賞与増加見積額

【本事業年度における概況】
本年度の業務実施コストは6,329百万円となっています。

国民一人当りの負担額は50円となります。（国民総人口1億2671万4千人：平成29年11月1日現在推計人口）
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○　利益の処分（損失の処理）に関する書類

　

　

（単位：百万円、単位未満切捨のため合計欄は一致しません）

Ⅰ当期総利益（△当期総損失） △ 13

Ⅱ損失処理額

前中期目標期間繰越積立金取崩額

Ⅲ次期繰越欠損金

　損益計算書により算定された、当期総利益（または当期総損失）の内容を明らかにする書類です。

勘　定　科　目 平成29年度

13

13

0

【本事業年度における概況】
今年度は当期総損失が13百万円となっています。
この当期総損失の主な要因は、100周年キャンパスにおける損益が均衡しない会計処理によるものであり、現預金が不足しているものではありません。

前期までに積み立てた積立金が存在するか

当期未処理損失

積立金＞当期未処理損失

当期未処理損失額

を限度として積立

金を取り崩して整

理

積立金を全額取り崩して整

理し、当期未処理損失と取

崩額との差額を繰越欠損金

として整理

繰越欠損

金として

処理

NO

NO

YES

YES
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○　当期未処理損失の原因について

損失の要因は100周年キャンパスによる減価償却費の収益額が均衡しないことによるもので、予算を超過した支出をしたものではありません。

減価償却とは

　固定資産の取得額を使用できる各期間毎に、機械的に費用として配分をするとともに、その額だけ資産の額を減じるものです。

　国立大学法人会計では、減価償却費を計上した場合、同額の収益を計上して損益を均衡させる特殊な処理をしています。しかし、国立大学法人会計

　で定めのない財源で取得した資産については損益を均衡させる処理が適用できないため、損益が均衡せず損失又は利益の要因となります。

～イメージ図：減価償却の仕組～

ａ）国立大学法人特有の会計処理による減価償却費 ｂ）100周年キャンパス整備運営事業の会計処理による減価償却費

（一般財源、補助金、寄附金、受託研究・共同研究の直接経費）
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毎期、費用と収益が同額計上されるため損益が均衡します。
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100周年キャンパスは資産相当分を負債に計上し、その負債を契約期間の40年間で
均等に収益化します。

一方、減価償却費は法定の耐用年数の８～50年で計上をしていくこととなりま
す。そのため、各期においては損益が均衡しないこととなります。
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